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行政府

国 会

大 統 領

国民議会（下院）～ 国民代表 ～ 元老院（上院）～ 地域代表 ～

諸外国における首長と国会議員の兼職の代表例として、フランスとドイツの

事例を紹介する。

◆◇ 国の制度 ～単一制～ ◇◆

１．諸外国における公職兼職の事例

➢両院一致を条件とする憲法改正等を除き、法案について両院間で一致が得られ
ない場合には、首相の要求に基づく国民議会の最終議決権が認められている。

➢両院の選挙制度が大きく異なるため、国民議会と元老院の多数派が異なること
も起こる。また、両院の多数派が一致していても、院ごとの会派の自律性が高
いため、国民議会と元老院の意見が異なることが起こる。

国 民

直接選挙

任命

間接選挙 ※正確には複選制

県単位の選挙人団

市町村議会代表、県議会議員、県選出国民議会議員、州議会議員

※市町村議会代表が圧倒的多数。特に小規模市町村への割当が多い。

(１) フランス ～ 国民議会（下院）・元老院（上院）～

1

解散権

内 閣
首相・諸大臣

➢ 大統領は、首相・諸大臣を任命し、
閣議の主催、統括を行う。

➢ 首相は、大統領によって任命される。
（内閣の存立は国民議会の意思に依存する）

直接選挙

責任を負う
不信任決議

《間接選挙と複選制》
間接選挙は、一般選挙人が当該選挙を目的と

して中間選挙人を選び、その中間選挙人が被選
挙人を選挙するのに対し、複選制は、既に選挙
で選出された議員からなる機関が、さらに上級
の機関の議員を選挙するものであるため、間接
性が強く、民意の反映の度合いがより低い。



◆◇ 地方の制度 ◇◆

直接 選挙

首 長

地方議会

➢ 第1党派が必ず安定多数を取る選挙制度。

➢ 地方議会議員が直接選挙で選ばれ、その議会の中から
互選される議長が当該地方自治体の執行機関たる首長
になる。

➢ 第1党の名簿の第１順位に登載された候補者が、ほぼ
自動的に議長（＝市町村長）に選出されるため、議員
選挙は事実上の市町村長選挙の意味合いを持つ。

議 長

Ｃ党Ｂ党Ａ党（最多票獲得）
第１党となり、必ず安

定多数の議席を得る

＊ 市町村長は、６年間の任期を保障される。
＊ 議会に自ら率いる多数派を形成しているため、政治的

立場は非常に強固。
＊ 市長職に対する信頼度が、大統領等に比べて高い。

執行機関

議会の長が地方自治体の首長になる

基礎単位がコミューン(市町村)、

広域単位が県、より広域の単位が

州。3層制。

自治体の構造

コミューンにおける議長と首長の関係（議長＝首長）

国 民

州

県 パリ市（コミューンであり県）
※ パリ市はコミュ－ンである

と同時に県である。コミューン

コミューン

コミューン

議会の中から互選
※事実上、第1党の名簿の第１順位

に登載された候補者が選出される。

2



◆◇ 公職兼職の状況 ◇◆

国民議会議員
定数

577名
割合(％) 元老院議員

定数
331名

割合(％)

州議会議員
(うち議長)

71名
(6名)

12.3%
(1.0%)

州議会議員
(うち議長)

23名
(2名)

6.9%
(0.6%)

県議会議員
(うち議長)

139名
(14名)

24.1%
(2.4%)

県議会議員
(うち議長)

110名
(33名)

33.2%
(10.0%)

市町村議会議員
(うち市町村長)

379名
(286名)

65.7%
(49.6%)

市町村議会議員
(うち市町村長)

199名
(127名)

60.1%
(38.4%)

兼職していない議員数 90名 15.6% 兼職していない議員数 68名 20.5%

出典：山﨑榮一『フランスの憲法改正と地方分権 ジロンダンの復権』

公職兼職の歴史

国会議員の兼職の状況(2005年7月現在)

国会議員と地方公選職の兼職の歴史は古く、1840年の段階で、459人の国会議員のうち、

213人は県議会議員であった。

以降、政治体制の変化があっても、国会議員と市長や県議等の兼職は続いている。

※ 市町村議会議員とその他の公職（州議会議員等）を兼職している国会議員がいるため、割合の合計が100%を超えている。
（人口3,500人未満の市町村議会議員については、重複しての兼職が認められている）
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◆◇ 首長と国会議員の兼職を可能とする仕組み ◇◆

市長が国会議員を兼職できるよう、
国政・市政両面で負担が軽くなっている。

➢ 国会での法案審議は、原則週３日間（火・水・木）とされているため、市長等と

兼職している国会議員が地方行政に従事できる。

➢ 地方の公職を兼務していることから、国会議員の審議出席率は非常に低く、代理

投票（欠席している議員の代わりに、他の議員が投票）が行われている。

➢ 市長の地方議会における政治的基盤は非常に強く（Ｐ２「地方の制度」参照）、

地方議会との調整は円滑に進む。

➢ 市長は、副市長等に広範な権限の委任を行っており、市長から権限の委任を受け

た副市長等がそれぞれの担当分野を持ち、各部局の責任者として政策を実施して

いる。

※ 地方政府は議院内閣制であり、各省大臣の役割を果たす副市長等は、市議会議員の
中から選出される。マルセイユ市の例では、２００８年４月現在で、副市長が２９人。
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行 政 府
(議院内閣制)

国 会

連邦首相

連邦議会（下院）

国 民 の 代 表
連邦参議院（上院）

州 政 府 の 代 表

州 政 府
（議院内閣制）

州政府構成員
（州首相・州大臣等）

国 民

連邦大臣の決定

直接選挙

◆◇ 国の制度～連邦制～ ◇◆

(２) ドイツ ～ 連邦参議院（上院）～ ■ 連邦参議院 ■
➢各州の政府が任命する州政府構成員により組織。

※ 州政府構成員は州の首相や大臣等で、全大臣等が
連邦参議院に属することになる。州政府も議院内閣制
であり、州首相は、州議会により選任され、州大臣は、
州議会の承認を得て、州首相が任命する。

➢ 議員職は、議員として個人を特定せず、各州
の有する「議席」に、その州の構成員が座る。

➢ 各州の議席数は人口に応じて３～６（総議
席数69）で、表決権は、州政府の決定に基
づき、各州の議席数を一体的に投じる。

■ 行政府 ■
➢ 連邦首相は連邦議会の総議員の過半数の支持

で選出され、連邦大統領が任命する。連邦大
臣は連邦首相の提案に基づき、連邦大統領が
任命する。過半数の 支持で選出 ※連邦参議院は関与しない

州の行政府のメンバーが国の立法府のメンバーとなり、
首長(州首相)は、国会議員(兼職)となる。

➭➭➭首長と国会議員兼職の一類型

≪国会のねじれ≫
連邦議会と州議会の選挙の時期が異なることや、

連邦参議院の人口比例原則の弱さから、連邦議会
の多数派（＝内閣）と連邦参議院の多数派が異な
ることも起きる。

※ 州議会議員選挙は、州ごとに異なる時期に実施され
る。連邦参議院の構成メンバーは、不定期に生じる

各州の政権交代により、少しずつ入れ替わる。

州議会

直接選挙

選 任

※ 全国民から選出される連邦議会とならび、州は｢連邦参議院を通じて連邦の立法と行政に働きかける｣ (基本法
第50条）のだから、日本のような単一国家における二院制ならびに両院を通じた立法の構成の仕方とは根本的
に異なるということを認識しておく必要がある。 5



◆◇ 州・地方の制度 ◇◆

直接選挙

州 首 相

州 議 会(一院制)

州 議 会 議 員

州政府(議院内閣制)

連 邦 制

州議会と州政府の関係（基本パターン）

国 民

州大臣の決定

➢ 直接選挙により州議会議員が選出される（一院制）。

➢ 州首相は、州議会議員の過半数の支持で選出され、
州議会の承認を得て、州大臣を決定する。

ハンブルグブレーメンベルリン

全 １６ 州

各州は地方公共団体ではなく、独自の主権（準主権）を持つ

州と同格の都市州
※「特別自治市」の考え方に近い

➢ 各州が独自の主権(準主権)を持つ。それぞれが州憲法を持ち、権能は、立法(州議会)、行政(州政府)、
司法(州裁判所)に分割される。

➢ 地方自治制度は州の所管事項であるため、州によって多様な地方自治単位が見られる。一般的に基礎
レベルの自治体と、広域レベルの自治体が存在している。

州議会の承認

Ａ 州 Ａ州憲法

Ａ州議会

Ａ州政府 Ａ州裁判所

Ｂ 州 Ｂ州憲法

B州議会

B州政府 B州裁判所

過半数の支持で選出
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◆◇ 連邦参議院 ◇◆

連邦参議院の歴史

連邦参議院は、統一国家としてのドイツ帝国成立（1871年）前からの伝統を受け継いでおり、直接
の起源は1867年の北ドイツ連邦創設時に遡る。

連邦と州の間の立法・執行関係

ドイツ連邦制においては、多くの連邦法の執行が州に任されており、連邦が決定し、州が執行すると
いう役割分担になっている。

例〕連邦と州は主要税（所得税、法人税、付加価値税）からの税収を分け合うが（共有税）、
徴収業務は州の官庁である税務署が基本的に担当し、その一部が連邦に交付される。

連邦参議院の特徴的な権限

州の税・財政に影響を及ぼす法案や、法の執行に州が関わる法案（同意法案）については、連邦参議院
の可決がなければ法として成立しない。（州側の同意がなければ、州が関わる国法が成立しない）
法案全体の半分程度が同意法案。

※同様に、政省令についても連邦参議院の同意を要する。

連邦参議院の政党化

連邦参議院の政党化によって、各州議会の選挙は連邦政治の一環として闘われるようになった。
しかし他方では、州政治で手腕を示した州首相が次の連邦首相候補者となることも珍しくなくなった。

こうして連邦と州の政党（政治）は、それぞれが一定の自律性を保ちつつも全体として融合している。
したがって、連邦制度の実際の運用において政党が果たす大きな役割を考慮する必要がある。

※戦後の(西)ドイツ首相８人のうち、州首相・都市州市長経験者は４人、州大臣経験者は２人。
7



州政府の政治家（首相や大臣等）が連邦参議院の議員を兼職
できるよう、州政府の官吏が、事前準備や調整、法案の実質的
検討を行っている。

➢ 連邦参議院の本会議は、通常、３週間おきに金曜日に開催される（３～４時間程度）。州の首相
や大臣は、州政府としての政権運営があるので、連邦参議院の本会議日程は事前に固定され、ス
ケジュール管理できるようになっている。

➢ 委員会は、州首相及び州所管大臣で構成されるが、全て、自らの省庁の専門知識を有する官吏を
代理出席させることができる。

➢ 州政府の官吏は、州法だけではなく連邦法の執行も行うので、法律に関わる行政実務に精通して
おり、その能力は立法過程に活用される。

連邦参議院に州首相等が議席を持つことを可能とする仕組み

連邦参議院

委員会で検討(本会議の8日前まで)
※州政府の官吏が代理で出席可能。

事前に連邦議会での審議状況を把握
しており、州政府と密接に連絡を取
りながら検討を進める。

本会議で
法案審議

州首相スタッフが、州政府の
見解案をまとめる

委員会報告に
ついて説明

連邦参議院本会議での
投票方針を閣議決定(※)

州政府

◇ 法案審議の具体的プロセス ◇

※連邦参議院評決の実質的な決定の場

法 案
成 立

可 決

同じ政党が政権をとっている
他の州首相スタッフと連絡

他の州首相スタッフ連邦議会の審議状況を速やかに報告

連邦議会で
法案可決

8



(３) メリット・デメリット

メ リ ッ ト デ メ リ ッ ト

フ
ラ
ン
ス

➢ 市民を取り巻く日常的な課題を的確に把握し、
それを国政に適正に反映しやすくなる。

例〕マルセイユ市長を30年間務めたドゥフェール氏は、
内務大臣（マルセイユ市長兼職中）として、中央
集権から地方分権への端緒となった1982年法を強
力に推進した。

➢ 兼職議員が仲介役となり、地方から中央へ、
中央から地方への双方向の情報伝達がスムー
ズになる。

参考：地域住民の考え方〕
地域の要望を他の地域に先駆けて実現するには、地
方議員を兼ねた有力議員を地元から輩出させるのが
近道である。

➢ 国会議員が地方の議員、とりわけ首長を兼職
することとなると、その職務の執行を他人に
委ねざるを得ず、首長として十分な職責を果
たすことが困難となる。

➢ 地方での業務のため、国会審議を欠席しがち
になり、国会議員としての職責を果たすこと
も困難となる。

➢ 国会議員が「地方の利益」を「国家の利益」
に優先させる。（利益の衝突）

➢ 地域において一人の有力政治家の寡頭支配を
招く。

ド
イ
ツ

州政府の見解が、連邦参議院を通じて連邦の
立法と行政に反映される。

連邦議会と連邦参議院の選出方法が全く異な
ることから両院の多数派が異なる可能性があり、
かつ、連邦参議院が大きな権限を持っているた
め、中道的な政策決定になりがちであり、連邦
議会から選出される内閣が大胆な改革を進めよ
うとしても時間がかかる。

（逆の観点からは「政策変更の幅が大きくなく
安定的で、少数派の意見も尊重される」とも言
える）

9



２．日本への公職兼職の導入について

(１) 考えられる公職兼職の類型

国政に地方自治体の意見を反映するための方策として、諸外国の事例も参考にし、考え

られる公職兼職の類型を示す。

類型１》 参考例：フランス国民議会

現行の衆議院・参議院については、首長の兼職を可能とする。

類型２》 参考例：フランス元老院

参議院を地域代表の院と位置付け、参議院議員についてのみ、地方自治体（具体的には、
都道府県知事・市町村長、都道府県議会議員・市町村議会議員）による複選制により選出
し、首長の兼職を可能とする。

類型３》 参考例：ドイツ連邦参議院

参議院を地域代表の院と位置付け、参議院議員については、地方自治体の首長が自動的
に任命されることとする。

※ 類型１・２の中間的な類型として「参議院を地域代表の院と位置付け、参議院議員のみ首長の
兼職を可能とする」も考えられるが、議論を簡単にするため、典型的な類型に絞っている。 10



(２) 各類型に関する検討

地方自治法 【首長と国会議員との兼職禁止】

第141条 普通地方公共団体の長は、衆議院議員又は参議院議員と兼ねることができない。

国 会 法 【国会議員と公務員との兼職禁止】

第39条 議員は、内閣総理大臣その他の国務大臣、内閣官房副長官、内閣総理大臣補佐官、副大臣、
大臣政務官及び別に法律で定めた場合を除いては、その任期中国又は地方公共団体の公務員と兼
ねることができない。

公職選挙法 【公務員の立候補制限】

第89条 国若しくは地方公共団体の公務員又は特定独立行政法人若しくは特定地方独立行政法人の
役員若しくは職員は、在職中、公職の候補者となることができない。ただし、次の各号に掲げる
公務員は、この限りでない。

１ 内閣総理大臣その他の国務大臣、内閣官房副長官、内閣総理大臣補佐官、副大臣及び大臣政務官
２～５ （略）

◆◇ 必要な法改正 ◇◆

類 型 １ 類 型 ２・３

➢ 首長と国会議員との兼職禁止
➢ 国会議員と公務員との兼職禁止
➢ 公務員の立候補制限

以上の規定を削除。(対象法令は下記)

左記に加え、憲法改正が必要になると考え
られる。
また、公職選挙法を中心に、国会法など、
関係法令の大幅な改正が必要となる。

【 見直し対象法令 】
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◆◇ 導入にあたっての検討課題 ◇◆

⒜ 憲法との整合性

類型1》 ※②は、類型１～３共通

① 同一人物が地方自治体の首長と国会議員を兼職する場合、当該地域と国全体の利害が対立すること
も起こり得る中で、地方自治体の首長が、全国民の代表たりうるか。(憲法との整合性が問題となる)

第43条 両議院は、全国民を代表する選挙された議員でこれを組織する。

② 首長を兼職している国会議員の歳費はどこから受けるか（国から、地方から、両方から）
第49条 両議院の議員は、法律の定めるところにより、国庫から相当額の歳費を受ける。

類型２・３》

① 参議院を地域代表の院と位置付けるには、憲法改正が必要となるのではないか。
また、議員の選出方法を複選制や任命制とするには憲法改正が必要となるのではないか。
第43条 両議院は、全国民を代表する選挙された議員でこれを組織する。

② 参議院を地域代表の院と位置付けるなら、地方自治・地方分権関連法案は参議院がイニシア
チブを取る、ドイツの同意法案（P７参照）の考え方を取り入れるなど、両院の権限を見直す
ことが考えられるが、その場合は、憲法改正が必要となるのではないか。

第59条 法律案は、この憲法に特別の定のある場合を除いては、両議院で可決したとき法律となる
（原則は同等の権限）

⒜ 憲法との整合性 ⒟ 二院のあり方
⒝ 首長、国会議員としての職責 ⒠ 制度設計
⒞ 地方自治体の体制及び国会運営の工夫 ⒡ その他
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⒝ 首長、国会議員としての職責

類型１～３》
① 兼職する場合、首長として、または、国会議員として十分な職責が果たせるか。

② 多くの事務を地方自治体が担っている(首長の負担が重い)日本のような国で、兼職が可能か。

⒞ 地方自治体の体制及び国会運営の工夫

類型１～３》
① 兼職する場合には、フランスやドイツ等を参考に、地方自治体側のバックアップ体制を整備

する必要がある。

② 時間的制約のある首長でも参加できるよう、国会運営を工夫する必要がある。

⒟ 二院のあり方

類型２・３》
① 連邦制ではなく、単一制の国である日本で、第二院を地域代表の院とすることが適当か。

② 間接選挙（複選制）や人口比例原則の緩和により民主的正当性の劣る参議院の権限を、地方
自治・地方分権関連法案を除き、衆議院より更に弱める必要があるのではないか。

③ 参議院を地域代表の院にすることで、衆議院と議員選出方法が大きく異なると、衆議院と対
立し、法案審議が今以上に滞る可能性が高くなるのではないか。
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⒠ 制度設計

類型２》
地方自治体による複選制の制度設計をどうするか。
＊地域の代表としての選挙単位（区）をどうするか。（都道府県単位など）
＊投票権をどのように配分するか。（地域代表とするなら、人口比例原則は緩和せざるを得ない）

類型３》
どのようにして参議院議員となる首長を決めるのか。
＊知事や市町村長のうち、参議院議員になる首長をどのような考え方（基準）で定めるか。
＊地方自治体は二元制をとっている中、地方議員を参議院議員としなくてもいいか。

⒡ その他

類型１～３》
兼職が歴史的に定着してこなかった日本において、国民の支持が得られるか。

※日本における兼職の歴史
昭和22年までは、市町村長は関係区域内を選挙区とする場合を除き、衆議院議員との兼職は認められ

ていた。ただし、官選知事等も含め、官吏と衆議院議員との兼職は多くはなかった。

類型１・２》
フランスでは、兼職により、地域における一人の有力政治家の寡頭支配を招いているという

批判があるが、民主主義・権力分立の観点から適当か。

類型３》
首長選挙は、必然的に国政における党派性の影響を受けることになる。

※ 参議院の構成員に、どのレベルの自治体の議会・政府代表を
あてるかについて、説得的な論拠を見出すことが難しい。
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(３) 公職兼職導入に関する有識者意見

駒澤大学 法学部 大山 礼子 教授

将来的に、参議院を地方代表機関と位置づけるなどの抜本的改革が行われない
限り、兼業制限を撤廃するのは困難だと考える。フランスなどの場合は、小規模
の市町村が多数存在し、その事務も限定されているため、兼職が成り立っている
面もあるが、日本の事情はまったく異なっている。ただし、地方自治の活性化の
ため、また地方の声を国会に送るために、公職選挙法の制限を緩和し、首長、議
員が在職のまま他の公職に立候補できるようにすることは、十分に検討の余地が
ある。

一橋大学 法学部 只野 雅人 教授

公職の兼職については、地方の意見が国政に反映されやすくなるといったメ
リットも考えられるが、一方で、国会議員と首長の両方について十分な職責が果
たせるのかという懸念や、権力の集中といった問題がある。また、より根本的に
は、全国民の代表（憲法43条）としての国会議員の立場と、地方自治体の首長
の立場との間の利益の衝突という問題があり、制度化は難しいと思う。

地方の意見を国政に反映させる手法としては、諮問機関をつくり、地方に関す
る政策決定について諮問を求めたりその答申をふまえるといった制度を検討した
方が現実的ではないか。
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立教大学 大学院 法務研究科 人見 剛 教授

参議院改革、特に参議院を地域代表の議院とすることは意義があり、基本的に
賛同できる。しかし、憲法改正が必要である。

他方、兼職制の導入に関しては、特定の人物に権力が集中するという点で懸念
があり、本家本元のフランスでも改革を求める声も強いのであるから、こうした
制度をわざわざ導入する必要があるのか疑問である。

地方の声を国政により反映させる仕組みとしては、憲法改正や副作用の強い兼
職制ではなく、現在もある各種の国政参加制度についてより実効性のある仕組み
を工夫すべきではないか。

東京大学 社会科学研究所 平島 健司 教授

ドイツの連邦参議院は、元来、州が連邦（制国家）を創設するに際して設立さ
れたものである。中央集権国家の分権化の課題を前にする日本が、参議院改革の
モデルとするのは適切ではない。また、地方分権改革を推進する上でも、自治体
の首長や地方議会議員の国会議員兼職は正攻法とは言いにくいだろう。

実現のハードルが高くとも、すでに法制化されている「国と地方の協議の場」
を拡充した「国会とは別に副次的な立法審査機関」の新設などが目標とされるべ
きだろう。現状では、自治体の議員・首長が中央の政党政治を通じ、地方分権改
革の推進に向けて働きかけるのが現実的である。
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